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2023年 7 月 31 日 
各  位 

会 社 名  東洋機械金属株式会社 
代表者名 代表取締役社長 田畑 禎章 
 （コード： 6210 東証プライム） 
問合せ先 執行役員経営企画室長  酒井 雅人 
 （TEL 078-942-2345） 

 

 内部統制報告書の訂正報告書の提出に関するお知らせ 

 
当社は、本日付「過年度の有価証券報告書等の訂正報告書の提出及び過年度の決算短信等の訂

正に関するお知らせ」のとおり、過年度の有価証券報告書等の訂正報告書を近畿財務局に提出す
るとともに、過年度の決算短信等についても訂正開示を行い、その内容を開示しております。 
これに伴い、金融証券取引法第 24 条の４の５第１項に基づき、「内部統制報告書の訂正報告書」

を近畿財務局に提出いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
 
１．訂正の対象となる内部統制報告書  
第 145 期 （自 2018 年 4月１日 至 2019 年 3月 31 日） 
第 146 期 （自 2019 年 4月１日 至 2020 年 3月 31 日） 
第 147 期 （自 2020 年 4月１日 至 2021 年 3月 31 日） 
第 148 期 （自 2021 年 4月１日 至 2022 年 3月 31 日） 

 
２．訂正の内容 
上記の内部統制報告書の記載事項のうち、３【評価結果に関する事項】を以下のとおり訂正い

たします。訂正箇所は＿＿を付して表示しております。 
 
３【評価結果に関する事項】 
（訂正前）  
上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社グループの財務報告に係る内部統制

は有効であると判断いたしました。 
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（訂正後） 
下記に記載した財務報告に係る内部統制の不備は、財務報告に重要な影響を及ぼすことにな

り、開示すべき重要な不備に該当すると判断いたしました。したがって、当事業年度末時点に
おいて、当社グループの財務報告に係る内部統制は有効でないと判断いたしました。 
 

記 
 
当社は連結子会社である東洋機械金属（広州）貿易有限公司（以下、「当該子会社」という。）

において、従業員による同社資金の私的流用の疑義が生じたことを受けて、2023 年５月 26 日
に、事実関係や類似する事象の有無の調査及び原因・背景の究明並びに再発防止策の提言を目
的として、当社社外監査役（独立役員）及び外部の弁護士で構成される特別調査委員会を設置
いたしました。 
 特別調査委員会による調査の結果、当該子会社の従業員による資金の私的流用及びこれを隠
蔽するための虚偽と考えられる仕訳の計上等の事実が確認されました。 
 特別調査委員会による調査結果に伴い、当社は、私的に流用されたと考えられる資金の処理
に関する訂正を行い、2019 年３月期から 2022 年３月の有価証券報告書及び 2021 年３月期の
第 1 四半期から 2023 年３月期の第３四半期までの四半期報告書について、訂正報告書を提出
いたしました。 
本件の直接的な原因は、経理担当者単独での資金移動が可能となっていた業務の黙認、及び

経理業務の属人化・権限の集中による実効的な管理・監督の欠如であり、その背景には、当該
子会社における経理規程等の不存在、海外子会社管理に関する当社の責任部署及び役割分担の
認識の齟齬、及び当社における海外子会社の預金残高に対する監督・牽制の欠如、並びに内部
監査の手続不足等が挙げられます。 
以上のことから、当社は、当社グループにおいて内部統制が有効に機能していなかったもの

と判断し、全社的な内部統制及び全社的な観点で評価することが適切と考えられる決算・財務
報告プロセスの一部に開示すべき重要な不備があるものと認識しております。 
なお、上記事実は当事業年度期末日後に発覚したため、当該不備を当事業年度末日までに是

正することができませんでした。 
 当社は、当社グループにおける財務報告に係る内部統制の重要性を認識しており、特別調査
委員会の報告を踏まえ、実効性のある再発防止策を策定の上、速やかに内部統制の改善を図っ
てまいります。 

 
以 上 


